
原子炉等規制法施行令第４１条非該当使用者等に対する 
令和３年度原子力規制検査の総合的な評定 

 
原子力施設  ページ番号 

青森県原子カセンター青森市駐在(核燃料物質使用施設) 1 
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構青森研究開発センター(核燃料物質
使用施設) 

3 

日本原燃株式会社濃縮・埋設事業所(核燃料物質使用施設) 5 
国立大学法人秋田大学国際資源学研究科附属鉱業博物館 7 
福島県環境創造センター福島支所 9 
ＪＸ金属株式会社磯原工場 11 
原子燃料工業株式会社東海事業所(核燃料物質使用施設) 13 
国立大学法人東京大学大学院工学系研究科原子力専攻(核燃料物質使用施設) 15 
防衛省航空自衛隊第３補給処 17 
株式会社日本箱産業 19 
株式会社グローバル・ニュークリア・フュエル・ジャパン 21 
日本中央競馬会新潟競馬場 23 
北陸電力株式会社志賀原子力発電所(核燃料物質使用施設) 25 
株式会社日本トロン開発協会山梨営業所 27 
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構東濃鉱山 29 
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構東濃地科学センター 31 
地方独立行政法人岐阜県総合医療センター 33 
大学共同利用機関法人自然科学研究機構核融合科学研究所 35 
有限会社イーファーム 37 
国立大学法人京都大学工学部放射実験室 39 
原子燃料工業株式会社熊取事業所(核燃料物質使用施設) 41 
国立大学法人奈良国立大学機構奈良女子大学アイソトーブ総合実験室 43 
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構人形峠環境技術センター(核燃料物
質使用施設) 

45 

帝人株式会社岩国開発センター 47 
独立行政法人国立高等専門学校機構新居浜工業高等専門学校 49 
三井金属鉱業株式会社三池事務所 51 
旭化成株式会社延岡支社日向細島一区事業所 53 

 



 

 

 

 

 

原規規発第 22060111 号 

令 和 ４ 年 ６ 月 １ 日 

 

青森県知事 三村 申吾 殿 

 

                      原子力規制委員会 

 

 

原子力規制検査の結果に基づく総合的な評定の通知について 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第

６１条の２の２第７項の規定に基づく総合的な評定について、同条第９項の規定に基づき、

別紙のとおり結果を通知します。 
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別紙 

青森県原子カセンター青森市駐在の核燃料物質使用施設 

令和３年度 原子力規制検査の総合的な評定について 

 

令和３年度に原子力規制庁が青森県原子カセンター青森市駐在の核燃料物質使用施設

において実施した原子力規制検査の結果に関して、核原料物質、核燃料物質及び原子炉

の規制に関する法律第６１条の２の２第７項に基づく総合的な評定は以下のとおりであ

る。 

 

１．令和３年度 原子力規制検査等の結果 

原子力規制庁は、令和３年度において事業者等の活動に関して基本検査を実施し

た。その結果は以下のとおりである。 

 

（１）原子力規制検査の結果 

基本検査を実施し、検査指摘事項は確認されなかった。 

 

（２）その他事項 

なし。 

 

２．総合的な評定 

令和３年度においては、検査指摘事項が確認されなかった。 

また、各監視領域での活動目的の達成に向けた改善活動には、特段の問題は確認さ

れなかった。 

対応区分は年間を通じて第１区分であり、各監視領域における活動目的を満足して

おり、パフォーマンスの劣化が生じても自律的な改善が見込める状態であると評価す

る。 

 

３．次年度以降の検査について 

次回検査は１０年後を予定しているが、使用者の安全活動について問題が確認され

た場合は、その限りではない。 

 

  

- 2 -



 

 

 

原規規発第 22060111 号 

令 和 ４ 年 ６ 月 １ 日 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

理事長 小口 正範 殿 

 

                      原子力規制委員会 

 

 

原子力規制検査の結果に基づく総合的な評定の通知について 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第

６１条の２の２第７項の規定に基づく総合的な評定について、同条第９項の規定に基づき、

別紙のとおり結果を通知します。 

 

 

- 3 -



 

 

別紙 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

青森研究開発センターの核燃料物質使用施設 

令和３年度 原子力規制検査の総合的な評定について 

 

令和３年度に原子力規制庁が国立研究開発法人日本原子力研究開発機構青森研究開発

センターの核燃料物質使用施設において実施した原子力規制検査の結果に関して、核原

料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第６１条の２の２第７項に基づく総

合的な評定は以下のとおりである。 

 

１．令和３年度 原子力規制検査等の結果 

原子力規制庁は、令和３年度において事業者等の活動に関して基本検査を実施し

た。その結果は以下のとおりである。 

 

（１）原子力規制検査の結果 

基本検査を実施し、検査指摘事項は確認されなかった。 

 

（２）その他事項 

なし。 

 

２．総合的な評定 

令和３年度においては、検査指摘事項が確認されなかった。 

また、各監視領域での活動目的の達成に向けた改善活動には、特段の問題は確認さ

れなかった。 

対応区分は年間を通じて第１区分であり、各監視領域における活動目的を満足して

おり、パフォーマンスの劣化が生じても自律的な改善が見込める状態であると評価す

る。 

 

３．次年度以降の検査について 

次回検査は１０年後を予定しているが、使用者の安全活動について問題が確認され

た場合は、その限りではない。 

 

  

- 4 -



 

 

 

 

 

原規規発第 22060111 号 

令 和 ４ 年 ６ 月 １ 日 

 

日本原燃株式会社 

代表取締役社長 社長執行役員 増田 尚宏 殿 

                      原子力規制委員会 

 

 

原子力規制検査の結果に基づく総合的な評定の通知について 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第

６１条の２の２第７項の規定に基づく総合的な評定について、同条第９項の規定に基づき、

別紙のとおり結果を通知します。 
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別紙 

日本原燃株式会社濃縮・埋設事業所の核燃料物質使用施設 

令和３年度 原子力規制検査の総合的な評定について 

 

令和３年度に原子力規制庁が日本原燃株式会社濃縮・埋設事業所の核燃料物質使用施

設において実施した原子力規制検査の結果に関して、核原料物質、核燃料物質及び原子

炉の規制に関する法律第６１条の２の２第７項に基づく総合的な評定は以下のとおりで

ある。 

 

１．令和３年度 原子力規制検査等の結果 

原子力規制庁は、令和３年度において事業者等の活動に関して基本検査を実施し

た。その結果は以下のとおりである。 

 

（１）原子力規制検査の結果 

基本検査を実施し、検査指摘事項は確認されなかった。 

 

（２）その他事項 

なし。 

 

２．総合的な評定 

令和３年度においては、検査指摘事項が確認されなかった。 

また、各監視領域での活動目的の達成に向けた改善活動には、特段の問題は確認さ

れなかった。 

対応区分は年間を通じて第１区分であり、各監視領域における活動目的を満足して

おり、パフォーマンスの劣化が生じても自律的な改善が見込める状態であると評価す

る。 

 

３．次年度以降の検査について 

次回検査は１０年後を予定しているが、使用者の安全活動について問題が確認され

た場合は、その限りではない。 
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原規規発第 22060111 号 

令 和 ４ 年 ６ 月 １ 日 

 

国立大学法人秋田大学 

学長 山本 文雄 殿 

 

                      原子力規制委員会 

 

 

原子力規制検査の結果に基づく総合的な評定の通知について 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第

６１条の２の２第７項の規定に基づく総合的な評定について、同条第９項の規定に基づき、

別紙のとおり結果を通知します。 
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別紙 

国立大学法人秋田大学国際資源学研究科附属 

鉱業博物館の核原料物質の使用施設 

令和３年度 原子力規制検査の総合的な評定について 

 

令和３年度に原子力規制庁が国立大学法人秋田大学国際資源学研究科附属鉱業博物館

の核原料物質の使用施設において実施した原子力規制検査の結果に関して、核原料物

質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第６１条の２の２第７項に基づく総合的

な評定は以下のとおりである。 

 

１．令和３年度 原子力規制検査等の結果 

原子力規制庁は、令和３年度において事業者等の活動に関して基本検査を実施し

た。その結果は以下のとおりである。 

 

（１）原子力規制検査の結果 

基本検査を実施し、検査指摘事項は確認されなかった。 

 

（２）その他事項 

なし。 

 

２．総合的な評定 

令和３年度においては、検査指摘事項が確認されなかった。 

また、各監視領域での活動目的の達成に向けた改善活動には、特段の問題は確認さ

れなかった。 

対応区分は年間を通じて第１区分であり、各監視領域における活動目的を満足して

おり、パフォーマンスの劣化が生じても自律的な改善が見込める状態であると評価す

る。 

 

３．次年度以降の検査について 

次回検査は１０年後を予定しているが、使用者の安全活動について問題が確認され

た場合は、その限りではない。 
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原規規発第 22060111 号 

令 和 ４ 年 ６ 月 １ 日 

 

福島県知事 内堀 雅雄 殿 

 

                      原子力規制委員会 

 

 

原子力規制検査の結果に基づく総合的な評定の通知について 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第

６１条の２の２第７項の規定に基づく総合的な評定について、同条第９項の規定に基づき、

別紙のとおり結果を通知します。 
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別紙 

福島県環境創造センター福島支所の核燃料物質使用施設 

令和３年度 原子力規制検査の総合的な評定について 

 

令和３年度に原子力規制庁が福島県環境創造センター福島支所の核燃料物質使用施設

において実施した原子力規制検査の結果に関して、核原料物質、核燃料物質及び原子炉

の規制に関する法律第６１条の２の２第７項に基づく総合的な評定は以下のとおりであ

る。 

 

１．令和３年度 原子力規制検査等の結果 

原子力規制庁は、令和３年度において事業者等の活動に関して基本検査を実施し

た。その結果は以下のとおりである。 

 

（１）原子力規制検査の結果 

基本検査を実施し、検査指摘事項は確認されなかった。 

 

（２）その他事項 

なし。 

 

２．総合的な評定 

令和３年度においては、検査指摘事項が確認されなかった。 

また、各監視領域での活動目的の達成に向けた改善活動には、特段の問題は確認さ

れなかった。 

対応区分は年間を通じて第１区分であり、各監視領域における活動目的を満足して

おり、パフォーマンスの劣化が生じても自律的な改善が見込める状態であると評価す

る。 

 

３．次年度以降の検査について 

次回検査は１０年後を予定しているが、使用者の安全活動について問題が確認され

た場合は、その限りではない。 
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原規規発第 22060111 号 

令 和 ４ 年 ６ 月 １ 日 

 

ＪＸ金属株式会社 

代表取締役社長 社長執行役員 村山 誠一 殿 

                      原子力規制委員会 

 

 

原子力規制検査の結果に基づく総合的な評定の通知について 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第

６１条の２の２第７項の規定に基づく総合的な評定について、同条第９項の規定に基づき、

別紙のとおり結果を通知します。 
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別紙 

ＪＸ金属株式会社磯原工場の核燃料物質使用施設 

令和３年度 原子力規制検査の総合的な評定について 

 

令和３年度に原子力規制庁がＪＸ金属株式会社磯原工場の核燃料物質使用施設におい

て実施した原子力規制検査の結果に関して、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制

に関する法律第６１条の２の２第７項に基づく総合的な評定は以下のとおりである。 

 

１．令和３年度 原子力規制検査等の結果 

原子力規制庁は、令和３年度において事業者等の活動に関して基本検査を実施し

た。その結果は以下のとおりである。 

 

（１）原子力規制検査の結果 

基本検査を実施し、検査指摘事項は確認されなかった。 

 

（２）その他事項 

なし。 

 

２．総合的な評定 

令和３年度においては、検査指摘事項が確認されなかった。 

また、各監視領域での活動目的の達成に向けた改善活動には、特段の問題は確認さ

れなかった。 

対応区分は年間を通じて第１区分であり、各監視領域における活動目的を満足して

おり、パフォーマンスの劣化が生じても自律的な改善が見込める状態であると評価す

る。 

 

３．次年度以降の検査について 

次回検査は１０年後を予定しているが、使用者の安全活動について問題が確認され

た場合は、その限りではない。 
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原規規発第 22060111 号 

令 和 ４ 年 ６ 月 １ 日 

 

原子燃料工業株式会社 

代表取締役社長 伊藤 義章 殿 

 

                      原子力規制委員会 

 

 

原子力規制検査の結果に基づく総合的な評定の通知について 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第

６１条の２の２第７項の規定に基づく総合的な評定について、同条第９項の規定に基づき、

別紙のとおり結果を通知します。 
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別紙 

原子燃料工業株式会社東海事業所の核燃料物質使用施設 

令和３年度 原子力規制検査の総合的な評定について 

 

令和３年度に原子力規制庁が原子燃料工業株式会社東海事業所の核燃料物質使用施設

において実施した原子力規制検査の結果に関して、核原料物質、核燃料物質及び原子炉

の規制に関する法律第６１条の２の２第７項に基づく総合的な評定は以下のとおりであ

る。 

 

１．令和３年度 原子力規制検査等の結果 

原子力規制庁は、令和３年度において事業者等の活動に関して基本検査を実施し

た。その結果は以下のとおりである。 

 

（１）原子力規制検査の結果 

基本検査を実施し、検査指摘事項は確認されなかった。 

 

（２）その他事項 

なし。 

 

２．総合的な評定 

令和３年度においては、検査指摘事項が確認されなかった。 

また、各監視領域での活動目的の達成に向けた改善活動には、特段の問題は確認さ

れなかった。 

対応区分は年間を通じて第１区分であり、各監視領域における活動目的を満足して

おり、パフォーマンスの劣化が生じても自律的な改善が見込める状態であると評価す

る。 

 

３．次年度以降の検査について 

次回検査は１０年後を予定しているが、使用者の安全活動について問題が確認され

た場合は、その限りではない。 
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原規規発第 22060111 号 

令 和 ４ 年 ６ 月 １ 日 

 

国立大学法人東京大学 

学長 藤井 輝夫 殿 

 

                      原子力規制委員会 

 

 

原子力規制検査の結果に基づく総合的な評定の通知について 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第

６１条の２の２第７項の規定に基づく総合的な評定について、同条第９項の規定に基づき、

別紙のとおり結果を通知します。 
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別紙 

国立大学法人東京大学大学院 

工学系研究科原子力専攻の核燃料物質使用施設 

令和３年度 原子力規制検査の総合的な評定について 

 

令和３年度に原子力規制庁が国立大学法人東京大学大学院工学系研究科原子力専攻の

核燃料物質使用施設において実施した原子力規制検査の結果に関して、核原料物質、核

燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第６１条の２の２第７項に基づく総合的な評定

は以下のとおりである。 

 

１．令和３年度 原子力規制検査等の結果 

原子力規制庁は、令和３年度において事業者等の活動に関して基本検査を実施し

た。その結果は以下のとおりである。 

 

（１）原子力規制検査の結果 

基本検査を実施し、検査指摘事項は確認されなかった。 

 

（２）その他事項 

なし。 

 

２．総合的な評定 

令和３年度においては、検査指摘事項が確認されなかった。 

また、各監視領域での活動目的の達成に向けた改善活動には、特段の問題は確認さ

れなかった。 

対応区分は年間を通じて第１区分であり、各監視領域における活動目的を満足して

おり、パフォーマンスの劣化が生じても自律的な改善が見込める状態であると評価す

る。 

 

３．次年度以降の検査について 

次回検査は１０年後を予定しているが、使用者の安全活動について問題が確認され

た場合は、その限りではない。 
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原規規発第 22060111 号 

令 和 ４ 年 ６ 月 １ 日 

 

防衛大臣 岸 信夫 殿 

 

                      原子力規制委員会 

 

 

原子力規制検査の結果に基づく総合的な評定の通知について 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第

６１条の２の２第７項の規定に基づく総合的な評定について、同条第９項の規定に基づき、

別紙のとおり結果を通知します。 
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別紙 

防衛省航空自衛隊第３補給処の核燃料物質使用施設 

令和３年度 原子力規制検査の総合的な評定について 

 

令和３年度に原子力規制庁が防衛省航空自衛隊第３補給処の核燃料物質使用施設にお

いて実施した原子力規制検査の結果に関して、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規

制に関する法律第６１条の２の２第７項に基づく総合的な評定は以下のとおりである。 

 

１．令和３年度 原子力規制検査等の結果 

原子力規制庁は、令和３年度において事業者等の活動に関して基本検査を実施し

た。その結果は以下のとおりである。 

 

（１）原子力規制検査の結果 

基本検査を実施し、検査指摘事項は確認されなかった。 

 

（２）その他事項 

なし。 

 

２．総合的な評定 

令和３年度においては、検査指摘事項が確認されなかった。 

また、各監視領域での活動目的の達成に向けた改善活動には、特段の問題は確認さ

れなかった。 

対応区分は年間を通じて第１区分であり、各監視領域における活動目的を満足して

おり、パフォーマンスの劣化が生じても自律的な改善が見込める状態であると評価す

る。 

 

３．次年度以降の検査について 

次回検査は１０年後を予定しているが、使用者の安全活動について問題が確認され

た場合は、その限りではない。 
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原規規発第 22060111 号 

令 和 ４ 年 ６ 月 １ 日 

 

株式会社日本箱産業 

代表取締役 佐々木 淳一 殿 

 

                      原子力規制委員会 

 

 

原子力規制検査の結果に基づく総合的な評定の通知について 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第

６１条の２の２第７項の規定に基づく総合的な評定について、同条第９項の規定に基づき、

別紙のとおり結果を通知します。 
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別紙 

株式会社日本箱産業の核原料物質の使用施設 

令和３年度 原子力規制検査の総合的な評定について 

 

令和３年度に原子力規制庁が株式会社日本箱産業の核原料物質の使用施設において実

施した原子力規制検査の結果に関して、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関

する法律第６１条の２の２第７項に基づく総合的な評定は以下のとおりである。 

 

１．令和３年度 原子力規制検査等の結果 

原子力規制庁は、令和３年度において事業者等の活動に関して基本検査を実施し

た。その結果は以下のとおりである。 

 

（１）原子力規制検査の結果 

基本検査を実施し、検査指摘事項は確認されなかった。 

 

（２）その他事項 

なし。 

 

２．総合的な評定 

令和３年度においては、検査指摘事項が確認されなかった。 

また、各監視領域での活動目的の達成に向けた改善活動には、特段の問題は確認さ

れなかった。 

対応区分は年間を通じて第１区分であり、各監視領域における活動目的を満足して

おり、パフォーマンスの劣化が生じても自律的な改善が見込める状態であると評価す

る。 

 

 

３．次年度以降の検査について 

次回検査は１０年後を予定しているが、使用者の安全活動について問題が確認され

た場合は、その限りではない。 
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原規規発第 22060111 号 

令 和 ４ 年 ６ 月 １ 日 

 

株式会社グローバル・ニュークリア・フュエル・ジャパン 

代表取締役社長 山﨑 肇 殿 

 

                      原子力規制委員会 

 

 

原子力規制検査の結果に基づく総合的な評定の通知について 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第

６１条の２の２第７項の規定に基づく総合的な評定について、同条第９項の規定に基づき、

別紙のとおり結果を通知します。 
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別紙 

株式会社グローバル・ニュークリア・フュエル・ジャパンの核燃料物質使用施設 

令和３年度 原子力規制検査の総合的な評定について 

 

令和３年度に原子力規制庁が株式会社グローバル・ニュークリア・フュエル・ジャパ

ンの核燃料物質使用施設において実施した原子力規制検査の結果に関して、核原料物

質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第６１条の２の２第７項に基づく総合的

な評定は以下のとおりである。 

 

１．令和３年度 原子力規制検査等の結果 

原子力規制庁は、令和３年度において事業者等の活動に関して基本検査を実施し

た。その結果は以下のとおりである。 

 

（１）原子力規制検査の結果 

基本検査を実施し、検査指摘事項は確認されなかった。 

 

（２）その他事項 

なし。 

 

２．総合的な評定 

令和３年度においては、検査指摘事項が確認されなかった。 

また、各監視領域での活動目的の達成に向けた改善活動には、特段の問題は確認さ

れなかった。 

対応区分は年間を通じて第１区分であり、各監視領域における活動目的を満足して

おり、パフォーマンスの劣化が生じても自律的な改善が見込める状態であると評価す

る。 

 

３．次年度以降の検査について 

次回検査は１０年後を予定しているが、使用者の安全活動について問題が確認され

た場合は、その限りではない。 
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原規規発第 22060111 号 

令 和 ４ 年 ６ 月 １ 日 

 

日本中央競馬会 

理事長 後藤 正幸 殿 

 

                      原子力規制委員会 

 

 

原子力規制検査の結果に基づく総合的な評定の通知について 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第

６１条の２の２第７項の規定に基づく総合的な評定について、同条第９項の規定に基づき、

別紙のとおり結果を通知します。 
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別紙 

日本中央競馬会新潟競馬場の核原料物質の使用施設 

令和３年度 原子力規制検査の総合的な評定について 

 

令和３年度に原子力規制庁が日本中央競馬会新潟競馬場の核原料物質の使用施設にお

いて実施した原子力規制検査の結果に関して、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規

制に関する法律第６１条の２の２第７項に基づく総合的な評定は以下のとおりである。 

 

１．令和３年度 原子力規制検査等の結果 

原子力規制庁は、令和３年度において事業者等の活動に関して基本検査を実施し

た。その結果は以下のとおりである。 

 

（１）原子力規制検査の結果 

基本検査を実施し、検査指摘事項は確認されなかった。 

 

（２）その他事項 

なし。 

 

２．総合的な評定 

令和３年度においては、検査指摘事項が確認されなかった。 

また、各監視領域での活動目的の達成に向けた改善活動には、特段の問題は確認さ

れなかった。 

対応区分は年間を通じて第１区分であり、各監視領域における活動目的を満足して

おり、パフォーマンスの劣化が生じても自律的な改善が見込める状態であると評価す

る。 

 

３．次年度以降の検査について 

次回検査は１０年後を予定しているが、使用者の安全活動について問題が確認され

た場合は、その限りではない。 
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原規規発第 22060111 号 

令 和 ４ 年 ６ 月 １ 日 

 

北陸電力株式会社 

代表取締役社長 社長執行役員 松田 光司 殿 

 

                      原子力規制委員会 

 

 

原子力規制検査の結果に基づく総合的な評定の通知について 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第

６１条の２の２第７項の規定に基づく総合的な評定について、同条第９項の規定に基づき、

別紙のとおり結果を通知します。 
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別紙 

北陸電力株式会社志賀原子力発電所の核燃料物質使用施設 

令和３年度 原子力規制検査の総合的な評定について 

 

令和３年度に原子力規制庁が北陸電力株式会社志賀原子力発電所の核燃料物質使用施

設において実施した原子力規制検査の結果に関して、核原料物質、核燃料物質及び原子

炉の規制に関する法律第６１条の２の２第７項に基づく総合的な評定は以下のとおりで

ある。 

 

１．令和３年度 原子力規制検査等の結果 

原子力規制庁は、令和３年度において事業者等の活動に関して基本検査を実施し

た。その結果は以下のとおりである。 

 

（１）原子力規制検査の結果 

基本検査を実施し、検査指摘事項は確認されなかった。 

 

（２）その他事項 

なし。 

 

２．総合的な評定 

令和３年度においては、検査指摘事項が確認されなかった。 

また、各監視領域での活動目的の達成に向けた改善活動には、特段の問題は確認さ

れなかった。 

対応区分は年間を通じて第１区分であり、各監視領域における活動目的を満足して

おり、パフォーマンスの劣化が生じても自律的な改善が見込める状態であると評価す

る。 

 

３．次年度以降の検査について 

次回検査は１０年後を予定しているが、使用者の安全活動について問題が確認され

た場合は、その限りではない。 
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原規規発第 22060111 号 

令 和 ４ 年 ６ 月 １ 日 

 

株式会社日本トロン開発協会 

代表取締役 桑原 律子 殿 

 

                      原子力規制委員会 

 

 

原子力規制検査の結果に基づく総合的な評定の通知について 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第

６１条の２の２第７項の規定に基づく総合的な評定について、同条第９項の規定に基づき、

別紙のとおり結果を通知します。 
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別紙 

株式会社日本トロン開発協会山梨営業所の核原料物質の使用施設 

令和３年度 原子力規制検査の総合的な評定について 

 

令和３年度に原子力規制庁が株式会社日本トロン開発協会山梨営業所の核原料物質の

使用施設において実施した原子力規制検査の結果に関して、核原料物質、核燃料物質及

び原子炉の規制に関する法律第６１条の２の２第７項に基づく総合的な評定は以下のと

おりである。 

 

１．令和３年度 原子力規制検査等の結果 

原子力規制庁は、令和３年度において事業者等の活動に関して基本検査を実施し

た。その結果は以下のとおりである。 

 

（１）原子力規制検査の結果 

基本検査を実施し、検査指摘事項は確認されなかった。 

 

（２）その他事項 

なし。 

 

２．総合的な評定 

令和３年度においては、検査指摘事項が確認されなかった。 

また、各監視領域での活動目的の達成に向けた改善活動には、特段の問題は確認さ

れなかった。 

対応区分は年間を通じて第１区分であり、各監視領域における活動目的を満足して

おり、パフォーマンスの劣化が生じても自律的な改善が見込める状態であると評価す

る。 

 

３．次年度以降の検査について 

次回検査は１０年後を予定しているが、使用者の安全活動について問題が確認され

た場合は、その限りではない。 
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原規規発第 22060111 号 

令 和 ４ 年 ６ 月 １ 日 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

理事長 小口 正範 殿 

 

                      原子力規制委員会 

 

 

原子力規制検査の結果に基づく総合的な評定の通知について 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第

６１条の２の２第７項の規定に基づく総合的な評定について、同条第９項の規定に基づき、

別紙のとおり結果を通知します。 
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別紙 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構東濃鉱山の核原料物質の使用施設 

令和３年度 原子力規制検査の総合的な評定について 

 

令和３年度に原子力規制庁が国立研究開発法人日本原子力研究開発機構東濃鉱山の核

原料物質の使用施設において実施した原子力規制検査の結果に関して、核原料物質、核

燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第６１条の２の２第７項に基づく総合的な評定

は以下のとおりである。 

 

１．令和３年度 原子力規制検査等の結果 

原子力規制庁は、令和３年度において事業者等の活動に関して基本検査を実施し

た。その結果は以下のとおりである。 

 

（１）原子力規制検査の結果 

基本検査を実施し、検査指摘事項は確認されなかった。 

 

（２）その他事項 

なし。 

 

２．総合的な評定 

令和３年度においては、検査指摘事項が確認されなかった。 

また、各監視領域での活動目的の達成に向けた改善活動には、特段の問題は確認さ

れなかった。 

対応区分は年間を通じて第１区分であり、各監視領域における活動目的を満足して

おり、パフォーマンスの劣化が生じても自律的な改善が見込める状態であると評価す

る。 

 

３．次年度以降の検査について 

次回検査は１０年後を予定しているが、使用者の安全活動について問題が確認され

た場合は、その限りではない。 
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原規規発第 22060111 号 

令 和 ４ 年 ６ 月 １ 日 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

理事長 小口 正範 殿 

 

                      原子力規制委員会 

 

 

原子力規制検査の結果に基づく総合的な評定の通知について 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第

６１条の２の２第７項の規定に基づく総合的な評定について、同条第９項の規定に基づき、

別紙のとおり結果を通知します。 
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別紙 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

東濃地科学センターの核原料物質の使用施設 

令和３年度 原子力規制検査の総合的な評定について 

 

令和３年度に原子力規制庁が国立研究開発法人日本原子力研究開発機構東濃地科学セ

ンターの核原料物質の使用施設において実施した原子力規制検査の結果に関して、核原

料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第６１条の２の２第７項に基づく総

合的な評定は以下のとおりである。 

 

１．令和３年度 原子力規制検査等の結果 

原子力規制庁は、令和３年度において事業者等の活動に関して基本検査を実施し

た。その結果は以下のとおりである。 

 

（１）原子力規制検査の結果 

基本検査を実施し、検査指摘事項は確認されなかった。 

 

（２）その他事項 

ない。 

 

２．総合的な評定 

令和３年度においては、検査指摘事項が確認されなかった。 

また、各監視領域での活動目的の達成に向けた改善活動には、特段の問題は確認さ

れなかった。 

対応区分は年間を通じて第１区分であり、各監視領域における活動目的を満足して

おり、パフォーマンスの劣化が生じても自律的な改善が見込める状態であると評価す

る。 

 

３．次年度以降の検査について 

次回検査は１０年後を予定しているが、使用者の安全活動について問題が確認され

た場合は、その限りではない。 
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原規規発第 22060111 号 

令 和 ４ 年 ６ 月 １ 日 

 

地方独立行政法人岐阜県総合医療センター 

理事長兼院長 桑原 尚志 殿 

 

                      原子力規制委員会 

 

 

原子力規制検査の結果に基づく総合的な評定の通知について 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第

６１条の２の２第７項の規定に基づく総合的な評定について、同条第９項の規定に基づき、

別紙のとおり結果を通知します。 
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別紙 

地方独立行政法人岐阜県総合医療センターの核燃料物質使用施設 

令和３年度 原子力規制検査の総合的な評定について 

 

令和３年度に原子力規制庁が地方独立行政法人岐阜県総合医療センターの核燃料物質

使用施設において実施した原子力規制検査の結果に関して、核原料物質、核燃料物質及

び原子炉の規制に関する法律第６１条の２の２第７項に基づく総合的な評定は以下のと

おりである。 

 

１．令和３年度 原子力規制検査等の結果 

原子力規制庁は、令和３年度において事業者等の活動に関して基本検査を実施し

た。その結果は以下のとおりである。 

 

（１）原子力規制検査の結果 

基本検査を実施し、検査指摘事項は確認されなかった。 

 

（２）その他事項 

なし。 

 

２．総合的な評定 

令和３年度においては、検査指摘事項が確認されなかった。 

また、各監視領域での活動目的の達成に向けた改善活動には、特段の問題は確認さ

れなかった。 

対応区分は年間を通じて第１区分であり、各監視領域における活動目的を満足して

おり、パフォーマンスの劣化が生じても自律的な改善が見込める状態であると評価す

る。 

 

３．次年度以降の検査について 

次回検査は１０年後を予定しているが、使用者の安全活動について問題が確認され

た場合は、その限りではない。 
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原規規発第 22060111 号 

令 和 ４ 年 ６ 月 １ 日 

 

大学共同利用機関法人 自然科学研究機構 

機構長 川合 眞紀 殿 

 

                      原子力規制委員会 

 

 

原子力規制検査の結果に基づく総合的な評定の通知について 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第

６１条の２の２第７項の規定に基づく総合的な評定について、同条第９項の規定に基づき、

別紙のとおり結果を通知します。 
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別紙 

大学共同利用機関法人自然科学研究機構核融合科学研究所の核燃料物質使用施設 

令和３年度 原子力規制検査の総合的な評定について 

 

令和３年度に原子力規制庁が大学共同利用機関法人自然科学研究機構核融合科学研究

所の核燃料物質使用施設において実施した原子力規制検査の結果に関して、核原料物

質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第６１条の２の２第７項に基づく総合的

な評定は以下のとおりである。 

 

１．令和３年度 原子力規制検査等の結果 

原子力規制庁は、令和３年度において事業者等の活動に関して基本検査を実施し

た。その結果は以下のとおりである。 

 

（１）原子力規制検査の結果 

基本検査を実施し、検査指摘事項は確認されなかった。 

 

（２）その他事項 

なし。 

 

２．総合的な評定 

令和３年度においては、検査指摘事項が確認されなかった。 

また、各監視領域での活動目的の達成に向けた改善活動には、特段の問題は確認さ

れなかった。 

対応区分は年間を通じて第１区分であり、各監視領域における活動目的を満足して

おり、パフォーマンスの劣化が生じても自律的な改善が見込める状態であると評価す

る。 

 

３．次年度以降の検査について 

次回検査は１０年後を予定しているが、使用者の安全活動について問題が確認され

た場合は、その限りではない。 
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原規規発第 22060111 号 

令 和 ４ 年 ６ 月 １ 日 

 

有限会社イーファーム 

代表者 井高 英一 殿 

 

                      原子力規制委員会 

 

 

原子力規制検査の結果に基づく総合的な評定の通知について 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第

６１条の２の２第７項の規定に基づく総合的な評定について、同条第９項の規定に基づき、

別紙のとおり結果を通知します。 
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別紙 

有限会社イーファームの核原料物質の使用施設 

令和３年度 原子力規制検査の総合的な評定について 

 

令和３年度に原子力規制庁が有限会社イーファームの核原料物質の使用施設において

実施した原子力規制検査の結果に関して、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に

関する法律第６１条の２の２第７項に基づく総合的な評定は以下のとおりである。 

 

１．令和３年度 原子力規制検査等の結果 

原子力規制庁は、令和３年度において事業者等の活動に関して基本検査を実施し

た。その結果は以下のとおりである。 

 

（１）原子力規制検査の結果 

基本検査を実施し、検査指摘事項は確認されなかった。 

 

（２）その他事項 

なし。 

 

２．総合的な評定 

令和３年度においては、検査指摘事項が確認されなかった。 

また、各監視領域での活動目的の達成に向けた改善活動には、特段の問題は確認さ

れなかった。 

対応区分は年間を通じて第１区分であり、各監視領域における活動目的を満足して

おり、パフォーマンスの劣化が生じても自律的な改善が見込める状態であると評価す

る。 

 

３．次年度以降の検査について 

次回検査は１０年後を予定しているが、使用者の安全活動について問題が確認され

た場合は、その限りではない。 
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原規規発第 22060111 号 

令 和 ４ 年 ６ 月 １ 日 

 

国立大学法人京都大学 

学長 湊 長博 殿 

 

                      原子力規制委員会 

 

 

原子力規制検査の結果に基づく総合的な評定の通知について 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第

６１条の２の２第７項の規定に基づく総合的な評定について、同条第９項の規定に基づき、

別紙のとおり結果を通知します。 
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別紙 

国立大学法人京都大学工学部放射実験室の核燃料物質使用施設 

令和３年度 原子力規制検査の総合的な評定について 

 

令和３年度に原子力規制庁が国立大学法人京都大学工学部放射実験室の核燃料物質使

用施設において実施した原子力規制検査の結果に関して、核原料物質、核燃料物質及び

原子炉の規制に関する法律第６１条の２の２第７項に基づく総合的な評定は以下のとお

りである。 

 

１．令和３年度 原子力規制検査等の結果 

原子力規制庁は、令和３年度において事業者等の活動に関して基本検査を実施し

た。その結果は以下のとおりである。 

 

（１）原子力規制検査の結果 

基本検査を実施し、検査指摘事項は確認されなかった。 

 

（２）その他事項 

なし。 

 

２．総合的な評定 

令和３年度においては、検査指摘事項が確認されなかった。 

また、各監視領域での活動目的の達成に向けた改善活動には、特段の問題は確認さ

れなかった。 

対応区分は年間を通じて第１区分であり、各監視領域における活動目的を満足して

おり、パフォーマンスの劣化が生じても自律的な改善が見込める状態であると評価す

る。 

 

３．次年度以降の検査について 

次回検査は１０年後を予定しているが、使用者の安全活動について問題が確認され

た場合は、その限りではない。 
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原規規発第 22060111 号 

令 和 ４ 年 ６ 月 １ 日 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

理事長 小口 正範 殿 

 

                      原子力規制委員会 

 

 

原子力規制検査の結果に基づく総合的な評定の通知について 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第

６１条の２の２第７項の規定に基づく総合的な評定について、同条第９項の規定に基づき、

別紙のとおり結果を通知します。 
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別紙 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

人形峠環境技術センターの核原料物質の使用施設 

令和３年度 原子力規制検査の総合的な評定について 

 

令和３年度に原子力規制庁が国立研究開発法人日本原子力研究開発機構人形峠環境技

術センターの核原料物質の使用施設において実施した原子力規制検査の結果に関して、

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第６１条の２の２第７項に基づ

く総合的な評定は以下のとおりである。 

 

１．令和３年度 原子力規制検査等の結果 

原子力規制庁は、令和３年度において事業者等の活動に関して基本検査を実施し

た。その結果は以下のとおりである。 

 

（１）原子力規制検査の結果 

基本検査を実施し、検査指摘事項は確認されなかった。 

 

（２）その他事項 

なし。 

 

２．総合的な評定 

令和３年度においては、検査指摘事項が確認されなかった。 

また、各監視領域での活動目的の達成に向けた改善活動には、特段の問題は確認さ

れなかった。 

対応区分は年間を通じて第１区分であり、各監視領域における活動目的を満足して

おり、パフォーマンスの劣化が生じても自律的な改善が見込める状態であると評価す

る。 

 

３．次年度以降の検査について 

次回検査は１０年後を予定しているが、使用者の安全活動について問題が確認され

た場合は、その限りではない。 
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原規規発第 22060111 号 

令 和 ４ 年 ６ 月 １ 日 

 

国立大学法人奈良国立大学機構 

 理事長 榊 裕之 殿 

 

 

                      原子力規制委員会 

 

 

原子力規制検査の結果に基づく総合的な評定の通知について 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第

６１条の２の２第７項の規定に基づく総合的な評定について、同条第９項の規定に基づき、

別紙のとおり結果を通知します。 
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別紙 

国立大学法人奈良国立大学機構 

奈良女子大学アイソトープ総合実験室の核燃料物質使用施設 

令和３年度 原子力規制検査の総合的な評定について 

 

令和３年度に原子力規制庁が国立大学法人奈良国立大学機構奈良女子大学アイソトー

プ総合実験室の核燃料物質使用施設において実施した原子力規制検査の結果に関して、

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第６１条の２の２第７項に基づ

く総合的な評定は以下のとおりである。 

 

１．令和３年度 原子力規制検査等の結果 

原子力規制庁は、令和３年度において事業者等の活動に関して基本検査を実施し

た。その結果は以下のとおりである。 

 

（１）原子力規制検査の結果 

基本検査を実施し、検査指摘事項は確認されなかった。 

 

（２）その他事項 

なし。 

 

２．総合的な評定 

令和３年度においては、検査指摘事項が確認されなかった。 

また、各監視領域での活動目的の達成に向けた改善活動には、特段の問題は確認さ

れなかった。 

対応区分は年間を通じて第１区分であり、各監視領域における活動目的を満足して

おり、パフォーマンスの劣化が生じても自律的な改善が見込める状態であると評価す

る。 

 

３．次年度以降の検査について 

次回検査は１０年後を予定しているが、使用者の安全活動について問題が確認され

た場合は、その限りではない。 
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原規規発第 22060111 号 

令 和 ４ 年 ６ 月 １ 日 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

理事長 小口 正範 殿 

 

                      原子力規制委員会 

 

 

原子力規制検査の結果に基づく総合的な評定の通知について 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第

６１条の２の２第７項の規定に基づく総合的な評定について、同条第９項の規定に基づき、

別紙のとおり結果を通知します。 
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別紙 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

人形峠環境技術センターの核原料物質の使用施設 

令和３年度 原子力規制検査の総合的な評定について 

 

令和３年度に原子力規制庁が国立研究開発法人日本原子力研究開発機構人形峠環境技

術センターの核原料物質の使用施設において実施した原子力規制検査の結果に関して、

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第６１条の２の２第７項に基づ

く総合的な評定は以下のとおりである。 

 

１．令和３年度 原子力規制検査等の結果 

原子力規制庁は、令和３年度において事業者等の活動に関して基本検査を実施し

た。その結果は以下のとおりである。 

 

（１）原子力規制検査の結果 

基本検査を実施し、検査指摘事項は確認されなかった。 

 

（２）その他事項 

なし。 

 

２．総合的な評定 

令和３年度においては、検査指摘事項が確認されなかった。 

また、各監視領域での活動目的の達成に向けた改善活動には、特段の問題は確認さ

れなかった。 

対応区分は年間を通じて第１区分であり、各監視領域における活動目的を満足して

おり、パフォーマンスの劣化が生じても自律的な改善が見込める状態であると評価す

る。 

 

３．次年度以降の検査について 

次回検査は１０年後を予定しているが、使用者の安全活動について問題が確認され

た場合は、その限りではない。 
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原規規発第 22060111 号 

令 和 ４ 年 ６ 月 １ 日 

 

帝人株式会社 

代表取締役社長執行役員 内川 哲茂 殿 

 

                      原子力規制委員会 

 

 

原子力規制検査の結果に基づく総合的な評定の通知について 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第

６１条の２の２第７項の規定に基づく総合的な評定について、同条第９項の規定に基づき、

別紙のとおり結果を通知します。 
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別紙 

帝人株式会社岩国開発センターの核燃料物質使用施設 

令和３年度 原子力規制検査の総合的な評定について 

 

令和３年度に原子力規制庁が帝人株式会社岩国開発センターの核燃料物質使用施設に

おいて実施した原子力規制検査の結果に関して、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の

規制に関する法律第６１条の２の２第７項に基づく総合的な評定は以下のとおりであ

る。 

 

１．令和３年度 原子力規制検査等の結果 

原子力規制庁は、令和３年度において事業者等の活動に関して基本検査を実施し

た。その結果は以下のとおりである。 

 

（１）原子力規制検査の結果 

基本検査を実施し、検査指摘事項は確認されなかった。 

 

（２）その他事項 

なし。 

 

２．総合的な評定 

令和３年度においては、検査指摘事項が確認されなかった。 

また、各監視領域での活動目的の達成に向けた改善活動には、特段の問題は確認さ

れなかった。 

対応区分は年間を通じて第１区分であり、各監視領域における活動目的を満足して

おり、パフォーマンスの劣化が生じても自律的な改善が見込める状態であると評価す

る。 

 

３．次年度以降の検査について 

次回検査は１０年後を予定しているが、使用者の安全活動について問題が確認され

た場合は、その限りではない。 
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原規規発第 22060111 号 

令 和 ４ 年 ６ 月 １ 日 

 

独立行政法人国立高等専門学校機構 

理事長 谷口 功 殿 

 

                      原子力規制委員会 

 

 

原子力規制検査の結果に基づく総合的な評定の通知について 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第

６１条の２の２第７項の規定に基づく総合的な評定について、同条第９項の規定に基づき、

別紙のとおり結果を通知します。 
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別紙２ 

独立行政法人国立高等専門学校機構 

新居浜工業高等専門学校の核燃料物質使用施設 

令和３年度 原子力規制検査の総合的な評定について 

 

令和３年度に原子力規制庁が独立行政法人国立高等専門学校機構新居浜工業高等専門

学校の核燃料物質使用施設において実施した原子力規制検査の結果に関して、核原料物

質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第６１条の２の２第７項に基づく総合的

な評定は以下のとおりである。 

 

１．令和３年度 原子力規制検査等の結果 

原子力規制庁は、令和３年度において事業者等の活動に関して基本検査を実施し

た。その結果は以下のとおりである。 

 

（１）原子力規制検査の結果 

基本検査を実施し、検査指摘事項は確認されなかった。 

 

（２）その他事項 

なし。 

 

２．総合的な評定 

令和３年度においては、検査指摘事項が確認されなかった。 

また、各監視領域での活動目的の達成に向けた改善活動には、特段の問題は確認さ

れなかった。 

対応区分は年間を通じて第１区分であり、各監視領域における活動目的を満足して

おり、パフォーマンスの劣化が生じても自律的な改善が見込める状態であると評価す

る。 

 

３．次年度以降の検査について 

次回検査は１０年後を予定しているが、使用者の安全活動について問題が確認され

た場合は、その限りではない。 
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原規規発第 22060111 号 

令 和 ４ 年 ６ 月 １ 日 

 

三井金属鉱業株式会社 

代表取締役社長 納 武士 殿 

 

                      原子力規制委員会 

 

 

原子力規制検査の結果に基づく総合的な評定の通知について 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第

６１条の２の２第７項の規定に基づく総合的な評定について、同条第９項の規定に基づき、

別紙のとおり結果を通知します。 
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別紙 

三井金属鉱業株式会社三池事務所の核燃料物質使用施設 

令和３年度 原子力規制検査の総合的な評定について 

 

令和３年度に原子力規制庁が三井金属鉱業株式会社三池事務所の核燃料物質使用施設

において実施した原子力規制検査の結果に関して、核原料物質、核燃料物質及び原子炉

の規制に関する法律第６１条の２の２第７項に基づく総合的な評定は以下のとおりであ

る。 

 

１．令和３年度 原子力規制検査等の結果 

原子力規制庁は、令和３年度において事業者等の活動に関して基本検査を実施し

た。その結果は以下のとおりである。 

 

（１）原子力規制検査の結果 

基本検査を実施し、検査指摘事項は確認されなかった。 

 

（２）その他事項 

なし。 

 

２．総合的な評定 

令和３年度においては、検査指摘事項が確認されなかった。 

また、各監視領域での活動目的の達成に向けた改善活動には、特段の問題は確認さ

れなかった。 

対応区分は年間を通じて第１区分であり、各監視領域における活動目的を満足して

おり、パフォーマンスの劣化が生じても自律的な改善が見込める状態であると評価す

る。 

 

３．次年度以降の検査について 

次回検査は１０年後を予定しているが、使用者の安全活動について問題が確認され

た場合は、その限りではない。 
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原規規発第 22060111 号 

令 和 ４ 年 ６ 月 １ 日 

 

旭化成株式会社 

代表取締役社長 工藤 幸四郎 殿 

 

                      原子力規制委員会 

 

 

原子力規制検査の結果に基づく総合的な評定の通知について 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第

６１条の２の２第７項の規定に基づく総合的な評定について、同条第９項の規定に基づき、

別紙のとおり結果を通知します。 

 

 

- 53 -



 

 

別紙 

旭化成株式会社延岡支社日向細島一区事業所の核燃料物質使用施設 

令和３年度 原子力規制検査の総合的な評定について 

 

令和３年度に原子力規制庁が旭化成株式会社延岡支社日向細島一区事業所の核燃料物

質使用施設において実施した原子力規制検査の結果に関して、核原料物質、核燃料物質

及び原子炉の規制に関する法律第６１条の２の２第７項に基づく総合的な評定は以下の

とおりである。 

 

１．令和３年度 原子力規制検査等の結果 

原子力規制庁は、令和３年度において事業者等の活動に関して基本検査を実施し

た。その結果は以下のとおりである。 

 

（１）原子力規制検査の結果 

基本検査を実施し、検査指摘事項は確認されなかった。 

 

（２）その他事項 

なし。 

 

２．総合的な評定 

令和３年度においては、検査指摘事項が確認されなかった。 

また、各監視領域での活動目的の達成に向けた改善活動には、特段の問題は確認さ

れなかった。 

対応区分は年間を通じて第１区分であり、各監視領域における活動目的を満足して

おり、パフォーマンスの劣化が生じても自律的な改善が見込める状態であると評価す

る。 

 

３．次年度以降の検査について 

次回検査は１０年後を予定しているが、使用者の安全活動について問題が確認され

た場合は、その限りではない。 
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